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「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」及び

「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、当社

ホームページに掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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第 63 期
　

自 2018年４月１日

至 2019年３月31日

　

連 結 計 算 書 類
　

１. 連 結 貸 借 対 照 表

２. 連 結 損 益 計 算 書

３. 連結株主資本等変動計算書

４. 連 結 注 記 表

　

（注）1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2. ゼロは千円未満切り捨てにより金額表示がない場合を示し、

―は該当事項がないことを示しております。

　

第一稀元素化学工業株式会社
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連結株主資本等変動計算書

（ 2018
2019

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

から
まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 787,100 1,073,270 22,455,842 △83,308 24,232,904

当期変動額

剰余金の配当 △435,169 △435,169

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,093,943 3,093,943

自己株式の取得 △32 △32

自己株式の処分 31,640 13,250 44,891

連結子会社の増資によ
る持分の増減

△46 △46

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 31,594 2,658,773 13,218 2,703,585

当期末残高 787,100 1,104,864 25,114,615 △70,089 26,936,490

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 212,604 197,330 △1,831 408,104 56,156 24,697,164

当期変動額

剰余金の配当 △435,169

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,093,943

自己株式の取得 △32

自己株式の処分 44,891

連結子会社の増資によ
る持分の増減

△46

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△23,043 △87,448 △22,899 △133,391 △2,145 △135,536

当期変動額合計 △23,043 △87,448 △22,899 △133,391 △2,145 2,568,049

当期末残高 189,561 109,882 △24,730 274,713 54,010 27,265,214
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称

Vietnam Rare Elements Chemical Joint Stock Company

迪凱凱（上海）材料貿易有限公司

DKK Thai Materials Trading Co.,Ltd.

DKK Thai Materials Trading Co.,Ltd.は、当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含めて

おります。

（2）非連結子会社の名称等

非連結子会社名は、DKKロジスティクス株式会社であります。非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等の規模等からみて重要性が乏しいため連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した関連会社の名称等

持分法を適用した関連会社の数 ２社

持分法を適用した関連会社の名称

山東広垠廸凱凱新材料有限公司

山東広垠廸凱凱環保科技有限公司

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

(非連結子会社) DKKロジスティクス(株)

(関連会社) (株)アイ・ディ・ユー

持分法を適用していない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

（3）持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る計算書類

を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社であるVietnam Rare Elements Chemical Joint Stock Company、迪凱凱（上海）材料貿易有限公司及

びDKK Thai Materials Trading Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日

現在の計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ………移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

当社及び在外連結子会社は、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

当社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～５年）に基づいております。
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（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、当社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また在外連結子会社は主として

特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

当社は従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており

ます。

（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

ロ 数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

ハ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る連結会計年度末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支

配株主持分に含めて計上しております。

③ 重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の条件を満たしているため、特例処理を採用しております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ………金利スワップ

ヘッジ対象 ………借入金

ハ ヘッジ方針

金利変動のリスクヘッジを目的として行っており、一定の範囲内で利用することを基本方針としております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップは特例処理の適用要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

④ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．表示方法の変更

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 2018年２月16日)を当連結会計年度の期首か

ら適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「未払金」（前連結会計年度1,312,345

千円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度より区分掲記しております。
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連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 22,517,958千円

２．債務保証

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

山東広垠廸凱凱新材料有限公司 277,908千円

山東広垠廸凱凱環保科技有限公司 114,652千円

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 24,400,000株

２．剰余金の配当に関する事項

（1）配当金支払額
　

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2018 年６月21日
定 時 株 主 総 会

普通株式 193,408 8.00 2018 年３月31日 2018 年６月22日

2018 年11月12日
取 締 役 会

普通株式 241,760 10.00 2018 年９月30日 2018 年12月３日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2019 年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 217,904 9.00 2019 年３月31日 2019 年６月26日

　

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用につきましては元本の毀損のない安全性の高い金融商品に限定し、必要な資金につ

きましては、銀行等金融機関からの借入により調達しております。

デリバティブ取引につきましては、実需を伴わない取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、販売先与信管理の必要があります。当該リスクに関しては、債権管理

規程に従い、営業債権について営業部門及び企画部門が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに

期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、

輸出業務等に伴って発生する外貨建の営業債権や輸入業務等に伴って発生する外貨建の仕入債務は、為替の変動

リスクに晒されておりますが、外貨建の債権債務のポジションを把握し、外貨建取引管理手順書に従い運用を行

い、基本的には受取外貨による外貨支払をベースとして、必要に応じて外貨の円転及び外貨の購入等を行ってお

ります。

投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況

等を把握しております。

借入金の使途は、短期・中期の運転資金及び設備投資資金（長期）であり、流動性リスクに晒されております

が、各部門からの報告に基づき、財務部門が資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を一定水準に維

持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。（（注2）をご参照下さい）

（単位：千円）
　

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現 金 及 び 預 金 7,215,588 7,215,588 －

（2）受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,197,166 5,197,166 －

（3）有 価 証 券 300,000 300,000 －

（4）投 資 有 価 証 券 484,327 484,327 －

資 産 計 13,197,082 13,197,082 －

（1）支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,479,399 1,479,399 －

（2）短 期 借 入 金 1,200,000 1,200,000 －

(3) 未 払 金 2,397,656 2,397,656 －

（4）
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期
借 入 金 及 び 長 期 借 入 金

11,248,955 11,237,682 △11,272

負 債 計 16,326,011 16,314,739 △11,272
　

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

（1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）有価証券

有価証券は国内譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

（4）投資有価証券

株式の時価については、取引所の価格によっております。

負 債

（1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(3) 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金

１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式

投資有価証券 47,250
　

これについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めており

ません。

　

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,123円89銭

２．１株当たり当期純利益 127円90銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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第 63 期
　

自 2018年４月１日

至 2019年３月31日

　

計 算 書 類
　

１. 貸 借 対 照 表

２. 損 益 計 算 書

３. 株主資本等変動計算書

４. 個 別 注 記 表

　

（注）1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2. ゼロは千円未満切り捨てにより金額表示がない場合を示し、

―は該当事項がないことを示しております。

　

第一稀元素化学工業株式会社
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株主資本等変動計算書

（ 2018
2019

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

から
まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計資 産 圧 縮

積 立 金
別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 787,100 1,194,589 22,060 1,216,649 35,000 50,910 19,000,000 3,751,179 22,837,089

当期変動額

別途積立金の積立 3,000,000 △3,000,000 －

剰余金の配当 △435,169 △435,169

当期純利益 3,083,972 3,083,972

自己株式の取得

自己株式の処分 31,640 31,640

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 31,640 31,640 － － 3,000,000 △351,197 2,648,802

当期末残高 787,100 1,194,589 53,701 1,248,290 35,000 50,910 22,000,000 3,399,981 25,485,891

　

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △83,308 24,757,531 212,604 212,604 24,970,135

当期変動額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △435,169 △435,169

当期純利益 3,083,972 3,083,972

自己株式の取得 △32 △32 △32

自己株式の処分 13,250 44,891 44,891

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

△23,043 △23,043 △23,043

当期変動額合計 13,218 2,693,661 △23,043 △23,043 2,670,618

当期末残高 △70,089 27,451,192 189,561 189,561 27,640,754
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式及び関係会社出資金………移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書

類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（3）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の条件を満たしているため、特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ………金利スワップ

ヘッジ対象 ………借入金

③ ヘッジ方針

金利変動のリスクヘッジを目的として行っており、一定の範囲内で利用することを基本方針としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップは特例処理の適用要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

（4）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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５．表示方法の変更

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 2018年２月16日)を当事業年度の期首から適

用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 22,150,688千円

２．債務保証

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

Vietnam Rare Elements Chemical Joint Stock Company 461,538千円

山東広垠廸凱凱新材料有限公司 277,908千円

山東広垠廸凱凱環保科技有限公司 114,652千円

３．関係会社に対する金銭債権・債務 金 銭 債 権 2,089,929千円

金 銭 債 務 142,882千円

　

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　営業取引による取引高の総額 売 上 高 409,745千円

仕 入 高 2,304,684千円

　営業取引以外の取引による取引高の総額 25,040千円

　

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類及び数 普 通 株 式 188,407株

　

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 81,382 千円

一括償却資産 13,181 千円

社会保険料 12,595 千円

たな卸資産評価損 124,998 千円

未払事業税 38,005 千円

持分変動利益 45,390 千円

減損損失 215 千円

関係会社出資金評価損 91,168 千円

投資有価証券評価損 14,475 千円

関係会社株式評価損 133,852 千円

研究開発費 193 千円

貸倒引当金 23,892 千円

その他 28,548 千円

繰延税金資産合計 607,899 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 83,581 千円

前払年金費用 94,700 千円

資産圧縮積立金 22,447 千円

繰延税金負債合計 200,729 千円

繰延税金資産の純額 407,170 千円
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関連当事者との取引に関する注記 （単位：千円）
　

種類 会社等の名称
議決権の
所有割合

関連当事者
との関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

Vietnam Rare
Elements Chemical
Joint Stock
Company

所有
直接
99.99％

役員の兼任
資金の援助

債務保証
(注)１
保証料の受
入
(注)１

461,538 ― ―

資金の貸付
(注)３

― 長期貸付金 1,300,000

関連会社
山東広垠廸凱凱新材
料有限公司

所有
直接
33.00％

役員の兼任
資金の援助

債務保証
(注)２

277,908 ― ―

資金の貸付
(注)３

―

短期貸付金
(注)４

23,333

長期貸付金
(注)４

396,666

関連会社
山東広垠廸凱凱環保
科技有限公司

所有
直接
33.00％

役員の兼任
債務保証
(注)２

114,652 ― ―

　

取引条件及び取引条件の決定方針

（注）１．Vietnam Rare Elements Chemical Joint Stock Companyの銀行借入につき、債務保証を行ったものであり、

年率0.1％の保証料を受領しております。

２．山東広垠廸凱凱新材料有限公司及び山東広垠廸凱凱環保科技有限公司の銀行借入につき、債務保証を行った

ものであります。なお保証料は受け取っておりません。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案し、決定しております。

　 ４．山東広垠廸凱凱新材料有限公司への貸付金に対し、19,488千円の貸倒引当金を計上しております。

　

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,141円63銭

２．１株当たり当期純利益 127円49銭

重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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